
１　総括
  (1) 人件費の状況（普通会計決算）

  (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数は、平成27年4月1日現在の人数である。
３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数
　には当該職員を含んでいない。

　(3) ラスパイレス指数の状況

(注)

　の値である。

※平成28年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇してい
　る場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合
の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

[　　実施　　　　未実施　　]

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。激変緩和のため、３年間
（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し
制度なし

③その他の見直し内容
管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）
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期末・勤勉手当

1,615,508

3,773,056

650,764

　　　　　Ｂ／Ａ

国東市の給与・定員管理等について

23,815,125

　適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

418

区分

職員数

27年度

区分

人

住民基本台帳人口

　　　　　　Ａ

人

30,413
27年度

(参考)類似団体平均

245,188

　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

給　 料 職員手当

2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

3　平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合

国との高齢層職員の相違等のため。現在、給与制度の改革を行っている途中。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
　 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

(注) 1

　　　　 

2

　(2) 職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

(注) 「－」は該当なし。また、対象経験年数との近似値職員を含む。

－

－

373,400円

368,266円

－

345,685円

402,407円

410,984円

442,232円 357,813円

374,186円

－

371,000円

43.6歳

183,300円

42.8歳

149,000円

高校卒

287,447円

55.4歳

263,100円

－
一般行政職

類似団体

366,500円

国東市

平均年齢

大分県

国東市

144,600円

183,300円

387,000円

区分

平均給与月額
（国比較ベース）

329,937円大分県

351,119円

  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ
れているものである。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務
手当等を除いたもの）で算出している。

　「平均給料月額」とは、平成28年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

区分

平均給料月額

320,922円

331,816円

平均給与月額

－

357,600円

経験年数30年

高校卒

中学卒

322,626円310,133円

平均年齢

平均給与月額
（国ベース）

区分

367,375円427,057円

341,300円

176,700円

国 329,358円

平均給与月額

149,000円

技能労務職
－

高校卒

144,600円149,000円

333,546円類似団体

144,600円

中学卒

－

389,300円

－

経験年数10年 経験年数20年

大学卒

高校卒

－

大学卒

国東市

国

区分 国

50.3歳

大分県

－

43.7歳

43.0歳

平均給料月額

398,819円

52.6歳

50.4歳

一般行政職

－

経験年数25年

技能労務職

399,400円

－ －

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成28年4月1日現在）

(注) 1　国東市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
     2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

(注) 1　平成18年10月1日に給与構造改革による新制度導入により8級制に変更している。
２　平成24年4月1日より部長制を廃止し7級制に変更している。

　 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

○ ○

国

○ ○ ○ ○

○ ○

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

最高号給の
給料月額

140,100円

190,200円

226,400円

主事の職務 246,100円

構成比

6.3％

286,200円

317,000円

イ　人事評価を実施した

平成28年4月2日から平成29年4月1日までに
おける運用 管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

国東市

７級

５級

６級

４級

２級

３級

14人

7.4％

30.3％

職員数標準的な職務内容

副主幹、係長の職務

区　　分

１級

１号給の
給料月額

6.0％

課長、所長、局長、室長、苑長、館長、参事、課
長補佐及び主任主幹の職務

85人

361,300円

29.9％

主任の職務

主査の職務

課長、会計管理者、所長、局長、室長、苑長、館
長及び参事の職務

15.1％43人

4.9％

主幹の職務

303,000円

348,800円

379,800円

391,800円

411,800円

443,700円

21人

259,900円

17人

18人

86人

1級 7.4% 1級 5.5% 1級 1.7%

2級 6.0% 2級 6.6%
2級 2.0%

3級 6.3% 3級 5.9%
3級 14.9%

4級 29.9% 4級 32.2%
4級 21.6%

5級 30.3% 5級 28.0%

5級 23.3%

6級 4.9% 6級 7.6%

6級 21.6%

7級 15.1% 7級 14.2% 7級 12.5%

8級 2.4%

0%
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100%

平成28年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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４　職員の手当の状況

　 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　勤勉手当
月分 月分 月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

(注) (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　(2) 退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）
１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、27年度に退職した職員に支給された平均額である。

　 (3) 地域手当（平成28年4月1日現在）　　※制度なし

％

％

％

％

％

　地域手当補正後ラスパイレス指数

　（ラスパイレス指数） （ ）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の
　給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支
　給率）により算出。）

人 ％

人 ％

％

人 ％

千円

円

支給率

人

国の制度（支給率）

％人

ロ　人事評価を実施していない

支給対象職員数支給対象地域

支給職員1人当たり平均支給年額（27年度決算）

-

支給実績（27年度決算）

標準に加え、下位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用 ○ ○

○ ○

標準に加え、上位の成績率も適用

特定管理職員 一般職員

国

管理職員

イ　人事評価を実施した ○ ○ ○ ○

平成28年度中における運用

(1.45)

－

2.60

１人当たり平均支給額（27年度）

国東市

一般職員

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

大分県 国

1,688

(0.75)

国

(1.45) (1.45)
2.60

(0.75)

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
　・役職加算　　　5％～15％

国東市

1.60 1.60

25,009

1,550

2.60 1.60
(0.75)

20.445

49.59

１人当たり平均支給額（27年度）

34.5825

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
　・役職加算　　　　5％～20％
　・管理職加算　　10％～25％

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置
　・役職加算　　 5％～20％
　・管理職加算　　10％

41.325

29.145

25.55625 25.55625

49.59

20.445

49.59

41.325

29.145

49.59

49.59

34.5825

49.59

国東市
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　 (4) 特殊勤務手当（平成28年4月1日現在）

千円

円

％

(注) 普通会計における支給状況

消防業務に従事する職員
の特殊勤務手当

消防業務に従事した職員 1,119千円
月額1,000円

（救急救命士は、
月額1,500円）

18千円 月額1,500円

保健師が在宅結核患者の家庭を訪問し
指導に従事した職員（保健師）

0千円

0千円

1件2,000円0千円

市福祉事務所に勤務し、生活保護を担当
する職員

226千円

月額4,000円
（従事期間が月の2
分の1未満の場合

月額2,000円）

2千円
1日600円以内で
市長が定める額

0千円 1日700円

月額3,000円

精神病患者の護送等に従事する職員で
特に身体に危害を受けるおそれがあると
き

市立養護老人ホーム入所
者の死亡人及び行旅死
亡人等の死体処理に従事
する職員の特殊勤務手当

ごみ処理作業に従事する
職員の特殊勤務手当

緊急消防援助隊の業務に
従事する職員の特殊勤務
手当

手当の名称

社会福祉業務に従事する
職員の特殊勤務手当

感染症防疫作業に従事
する職員の特殊勤務手当

1日1,680円

し尿処理作業に従事した職員 0千円 月額1,500円
し尿処理作業に従事する
職員の特殊勤務手当

大規模災害の発生区域において、消防
組織法（昭和22年法律第226号）第39号
第1項に規定する相互の応援に基づく消
防活動に従事した職員又は同法第45条
第1項に規定する緊急消防援助隊として
消防活動に従事した職員

福祉業務手当

感染症患者の救護又は物件の処理作業
に従事した職員

死体処理作業に従事した職員

ごみ処理作業に従事した職員

在宅結核患者の家庭訪
問指導に従事する職員の
特殊勤務手当

主な支給対象職員及び支給対象業務
支給実績

（26年度決算）
左記職員に対する

支給単価

9

22.0

14,836

1,365

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度）

支給職員1人当たり平均支給年額（27年度決算）

支給実績（27年度決算）
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　 (5) 時間外勤務手当

千円

円

千円

円

(注) 普通会計における支給状況

　 (6) その他の手当（平成28年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

(注) 普通会計における支給状況

18,900

44,624

127,641

-
6,300

千円

154,46011,585

異

異

異

3,084

支給職員1人当たり
平均支給年額
（27年度決算）

38

持ち家手当が
ない

異

-

-

同

同

同宿日直手当

・交通機関利用者　実費支給（最高
55,000円）

支給実績（27年度決算）

休日勤務手当

・借家：月額12,000円を超える家賃額に
応じて最高27,000円

扶養手当

夜間勤務手当

異なる内容

・持ち家：3,000円（新築等5年間4,500円）

課長級35,000円、参事級20,000円の定額
支給

支給実績（26年度決算）

内容及び支給単価

・交通用具利用者　2km以上の通勤距離
に応じて2,600～31,600円

千円

住居手当

通勤手当

休日等において、正規の勤務時間中に
勤務した時間に対し、勤務1時間あたりの
給料額に100分の135を乗じた額

千円

宿日直勤務1回につき4,200円

配偶者14,000円、その他の扶養親族
7,000円（配偶者がない場合1人目12,000
円）、特定期間の加算5,000円

正規の勤務時間として午後10時から翌午
前5時まで勤務した時間に対し、勤務1時
間あたりの給料額に100分の25を乗じた
額

との異同

34,718

60,464

千円

59,386

151,254

121,923

千円

距離区分・金
額が異なる

管理職手当

支給単価が異
なる

支給職員1人当たり平均支給年額（27年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（26年度決算）

手　当　名
国の制度

55,208

183,882

（27年度決算）

千円

支給額が異な
る

68,404

237,546

支給実績

393,750

国の制度と

千円
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５　特別職の報酬等の状況（平成28年4月1日現在）

円 円/ 円
円 円/ 円
円 円/ 円
円 円/ 円
円 円/ 円

月分

月分

　（支給時期）

円 　　任期毎

円 　　任期毎

(注)

　　額して支給している。
２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年=48月）

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

＜参考＞
人
人）

＜参考＞
人
人）

＜参考＞
人

(注) １　職員数は一般職に属する職員数である。
２　[     ]内は、条例定数の合計である。

140.34

業務増（富来幼稚園増員）

　　支給している。

72.01

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

7,621,200

（類似団体の人口1万人当たり職員数

生活支援係、安岐保育所、くにみ苑調理係増員

対前年
増減数

六郷満山開創1300年祭実行委員会事務局派遣
業務増（園芸畜産係、林業係増員）

11

0

主な増減理由

1

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

事務の統廃合縮小

業務増（リハビリテーション科の土曜日対応のため）
（類似団体の人口1万人当たり職員数 93.88

退
職
手
当

315,000

副 議 長

給料月額×290/100×勤務年数

265,000
390,000
340,000 450,000

420,000

691,900

（参考）類似団体における最高／最低額

[    0 ］

1

[ 909 ]

17

市 長

3.10

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

欠員補充（高齢者支援課増員）

93.34

3.10

247.44

500,000

16,280,000

27

2

合　　計

[ 909 ]

小　計 302

737 720

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病　　院 254
8

319

0
0

16

0

9

17

48
9

47

0
8

1

418 418

34

278

そ　の　他

0交　　通
下　水　道

088 88

0
238

小　計

計

総　　務

消防部門

農林水産

28

36
労　　働

民　　生

教育部門

71

51

3
22 2
68

24

1

279 ▲ 1

52

    また、議長、副議長及び議員については平成23年1月1日から平成23年12月31まで5％を減

▲ 10
025

87
4

1

平成28年

552,000

249,000

副 市 長

　　（28年度支給割合）
320,000

副 議 長
議 員

期
末
手
当

副 市 長
市 長

給　料　月　額　等

440,000

議 長

(814,000）

区 分

1,010,000
800,000

給
料

4

商　　工

水　　道

衛　　生

　　勤めた場合における退職手当の見込額である。

77
税　　務

普
通
会
計
部
門

議　　会

一
般
行
政
部
門

12

25

　　　　　　　　区分
　　部門

１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。平成23年4月1日から市長15％、
　　副市長7％（平成25年9月1日から平成26年5月31日までは市長20％、副市長10％）を減額して

業務増（財産活用係増員）

職 員 数

土　　木

給料月額×500/100×勤務年数

議 員

　　（算定方式）

議 長

市 長

0

611,010

　　（28年度支給割合）

1

業務増（医療保健課増員）、宇佐・高田・国東広域連合派遣

(657,000）

　（１期の手当額）

平成27年

副 市 長

報
酬
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成28年4月1日現在）

(注) 　一般行政職の職員数

(3)職員数の推移

（単位：人、％）

人( %)

人( %)

人( %)

人( %)

人( %)

人( %)

(注) 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

総合計

23年

287

59

93

734

教育

一般行政

公営企業等会計計

439

295

普通会計計

90

428

消防

285

24年 26年25年

285

27年

人

35歳

～

42

43歳

727 723

88

302

36

52

421

282

302

88

425

51

～

53

人 人

1 14 18

▲ 5.4

52

88

279

職員数
人

88

302

▲ 9

418

319

278

▲ 21

51

▲ 3.1

▲ 7 ▲ 11.9

過去5年間
28年

人

の増減数（率）

27740 042

55歳51歳 59歳 以上

人

33

人人

28

27歳 31歳

12

人

737720

305

733

人

11

28歳

47歳

44歳

人 人 人

39歳未満

～ ～

23歳

～

24歳 56歳

区　分

20歳 20歳

～～

32歳 36歳 52歳

計

60歳48歳

～ ～
40歳

～

3 0.4

▲ 4.8

24

418

8.1

▲ 5

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

5年前の構成比

%

年 度
部門別

２０ ２０ ２４ ２８ ３２ ３６ ４０ ４４ ４８ ５２ ５６ ６０
歳 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 歳
未 ２３ ２７ ３１ ３５ ３９ ４３ ４７ ５１ ５５ ５９ 以
満 上
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７　公営企業職員の状況

　(1) 病院事業

　　　　①職員給与費の状況

　　　　ア　決算

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、平成27年4月1日現在の人数である（病院事業管理者を含む）。

　　　　イ　特記事項

特になし

　　　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成28年4月1日）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。

　　　　③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（27年度） 1人当たり平均支給額（27年度）

千円 千円

（27年度支給割合） （27年度支給割合）

）月分 ）月分 ）月分 ）月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

1.450 0.650 － －

－

病院事業 団体平均

1,422 1,322

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6,528 6,792

病院事業 39.1歳 81,547,040円 446,140円

27年度
239 963,298 249,984 346,812 1,560,094

区分 職員数 給　与　費(賃金・報酬を含まない） （参考）団体平均
一人当たり給与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ 給与費Ｂ／Ａ

める職員給与費比率

27年度
3,516,882 87,425 1,826,266 51.9 36.0

区　分 総費用

実質収支 (賃金・報酬含む） 職員給与費比率 26年度の総費用に占

職員給与費 総費用に占める

一人当たり

区分 平均年齢 基本給月計 平均月収額

2.600 1.600 － －

純損益又は
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イ　退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年（支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

（2％～30％加算）
１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円
（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　なし

エ　特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）
千円

 　円

　 ％

看護師 千円

看護師等 千円

薬剤師等 千円

助産師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

千円

呼出し手当 千円

待機手当 千円

オ　時間外勤務手当

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成28年4月1日現在）

509,387 円宿日直手当

医　師　35,000円（主直）
　　　　　10,000円（副直）
その他　7,200円 異 単価 26,998 千円

職員1人当たり平均支給年額（26年度決算） 114,902 円

手当名 内容及び支給単価
 一般行政
 職の制度
 との異同

 一般行政職
 の制度と異
 なる内容

支給実績
（27年度決算）

12
主な支給対象職員 支給実績（27年度決算）

医師

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 看護師等 369 1日につき1，000円

49.590 － －
－

5,185 82,960 － －

病院事業 団体平均

143,125 円夜間勤務手当 国東市と同じ 同 13,311 千円

126,093 円

管理職手当

病院長　給料月額の20％
　　　　　（上限16万円）
副院長　給料月額の15％
　　　　　（上限12万円）
事務部長・看護部長　40,000円
上記以外の管理職　35,000円

異 単価 12,445 千円 622,250 円

24,533 千円

172,320 円

通勤手当 国東市と同じ 同 22,823 千円

住居手当 国東市と同じ 同 13,958 千円

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 看護師等 0 1日につき1，620円

千円

支給実績（27年度決算）

22.185 27.296 － －

42.369 49.590 － －
30.537 36.148 － －

支給実績（27年度決算） 102,142

48.633

支給職員1人当たり平均支給年額（27年度決算） 699,602

職員全体に占める手当支給職員の割合（27年度） 61.1

手当の種類（手当数）

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 １体につき1000円

手当の名称 左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

死体処置に従事した職員 389

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 準夜2，900円/回、深準夜6，800円/回夜間看護業務従事者

薬剤業務等に従事する者 0

26,651

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 給料月額の2～3％/6～8％（上限75，000）

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 １件300円分娩に携わった助産師

各科医長手当/各科部長手当

0

4,765

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 給料月額の14％

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 給料月額の20％医療研究に従事する医師

医師手当 17,831

25,766

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 １名につき100円/日(慢性期）200円/日（急性期）

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当
執刀医・手術点数の2％、助手・1％
麻酔点数の2％手術手当/麻酔手当

入院手当 15,977

1,961

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 500円・1,000円・3,000円

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 １日につき10，000円へき地中核病院事業の無医地区巡回診療手当

診療手当

0

0

職員1人当たり平均支給年額（27年度決算） 102,222 円
支給実績（26年度決算） 27,002

支給職員1人当た
り平均支給年額
（27年度決算）

13,949 千円 228,672 円扶養手当 国東市と同じ 同
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